
 

 

第９期介護保険料設定案 

 

〇各種推計値 

 令和５年度 

（Ａ） 

第９期平均

（Ｂ） 

伸び率 

（Ｂ／Ａ） 

被保険者数 

(人) 

29,516 29,500 99.9% 

 第１号被保険者数 13,905 13,955 100.4% 

 65～74歳 6,329 5,806 91.7% 

75歳～ 7,576 8,149 107.6% 

第２号被保険者数 15,611 15,545 99.6% 

認定者数 2,569 2,692 104.8% 

 うち第１号被保険者 2,527 2,651 104.9% 

介護給付費(※)   ① 

(千円) 

3,653,861 3,933,716 107.7% 

 介護予防サービス 140,400 162,873 116.0% 

 在宅 123,727  140,743 113.8% 

居住系 16,673  22,130 132.7% 

介護サービス 3,513,461 3,770,843 107.3% 

 在宅 1,821,572 1,955,367 107.3% 

居住系 300,511 318,779 106.1% 

施設 1,391,378 1,496,697 107.3% 

その他給付費    ② 213,610 233,260 109.2% 

地域支援事業費   ③ 149,747  159,309 106.4% 

①＋②＋③ 4,017,218 4,326,285 107.7% 

(※)令和５年度は７月サービス利用分までの実績を基にした見込値。第９期平均には

第９期介護給付費の報酬改定＋1.59%を含む。 

 

 第９期の推計値では、令和５年度と比較し、第１号被保険者数は微増となっている

が、65～74歳の介護サービスをあまり利用しない年齢層の人口が8.3％減少するのに対

し、介護サービスの利用が多い75歳以上の人口が7.6％増加する。 

 75歳以上の人口増加に伴い、認定者数が増えることから、給付費等の合計は約８％

の増加が見込まれる。 

 

 第８期では施設整備を行わなかったが、第９期は介護需要の伸びを見込み、①ニー

ズ調査から在宅希望が強いこと、②訪問、通所、泊りが複合的に提供される小規模多

機能型居宅介護サービスは必要であるとの運営協議会での委員意見があったこと、以

上を踏まえ、小規模多機能型居宅介護支援事業所（定員２９名）１か所の整備を計画

に盛り込む。 
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〇第６～８期における基金残高の推移 

第８期では2.2億円の基金取崩を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大の影

響等により給付費が落ち込み、基金の取崩に至らなかったため、令和５年度末の基金

残高は5.9億円となる見込み。 

 

 近隣市の基金残高及び基準月額の見込は以下のとおり。（令和６年１月時点） 

 基金残高 

（５年度末） 

基金取崩額 

（第９期） 

基準月額 

（第８期） 

基準月額 

（第９期予定） 

西脇市 3億7,800万円 2億6,000万円 6,500円 6,700円 

三木市 12億円 7億円 5,000円 5,300円 

加西市 4億7,700万円 1億5,000万円 6,300円 6,500円 

加東市 4億4,900万円 2億2,000万円 5,900円 6,000円 

 

〇第９期基準月額試算 

【参考】第８期基準月額：5,800円 

基準月額 

（第９期） 
第８期との差額 

基金取崩額 

（第９期） 

基金残高 

（Ｒ８年度末） 

6,151円 ＋351円 0円 593,950千円 

6,000円 ＋200円 76,000千円 517,950千円 

5,800円 ±0円 178,000千円 415,950千円 

 基金残高を考慮し、第９期介護保険料基準月額は6,000円で設定予定。 

 ※端数処理分が大きいため、基金取崩額が予定より多くなる可能性あり。 

 

第９期での基金取崩と保険料の推移 

 

 

（現行） 
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